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抄録

 
本稿の目的は、Sen(1985)で提唱された「潜在能力(capability)」の測定に関する研究に

ついて検討することである。伝統的な経済学では、所得や資産で生活水準を測定して福祉

の指標としてきた。これらは簡潔で分かりやすく、人々が納得しやすいという利点がある

が、その分、個人の境遇や個別の家計の微妙な差などについて把握することは難しい。 
こうした困難を克服すべく生まれた潜在能力アプローチは、個人を取り囲む環境の中で

自身がどれだけ自由な選択ができるかという能力を示したものである。潜在能力は理念と

しては非常に優れたものであっても、測定や社会実装には非常に大きな困難を伴う。  
本稿では、Sen(1985)に基づいて潜在能力の定義を振り返るとともに、後藤(2017)を参考

にしながら、潜在能力の概念の問題点について考察する。その後、医療分野で潜在能力ア

プローチを活用した後藤・小林(2018)の研究を詳細に検討する。今後の研究課題としては、

利用可能性の高い公開データを用いて潜在能力指標を計測することが重要となろう。本稿

ではその方向性についても考察する。 
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Abstract 
 
The purpose of this paper is to propose new teaching contents by considering the 

contents of moral education in high schools from the viewpoint of the relationship 
between groups, society and human beings.    

In conclusion, by taking up social phenomena related to the reality of groups or 
Societies and reality as subjects and delving into the background of human 
relationships and the ways of individual human beings, I would like to explore the way 
and creation of better groups or society. I argued that the content of learning is  
necessary.    
 
Key Words：moral education in high school   “SEKEN”-theory   E.Durkheim 
           socialization   safety society and trust society  
 

はじめに

 

本稿は、高等学校における道徳教育について、中学校の道徳科の指導内容にある「C 主

として集団や社会との関わり」を取り上げ、これを高等学校と中学校の道徳教育の接続と

いう観点から考察することで、高等学校における道徳教育の指導内容について私見を示す

ことを目的とするものである。  
「集団や社会との関わり」を取り上げる理由は、以下の 3 点である。第一に、高校生は

社会人として社会に巣立つスタートラインに位置付けられ、集団や社会の中で他者と関わ



2 

はじめに 

 
本稿の目的は、アマルティア・センが提唱した「潜在能力アプローチ (capability 

approach)」における潜在能力の測定に関する研究について検討することである。潜在能力

アプローチは、ミクロ経済学の応用分野として発展している厚生経済学において議論の的

になっているものであり、分配の衡平性についての議論にとって非常に重要なアプローチ

である。 
伝統的な経済学では、所得や資産でおおよその生活水準を測定し、分配や福祉の指標と

してきた。所得や資産という数字は簡潔で分かりやすく、すべての人にとって納得しやす

いという意味で説得力を持っているが、その反面、個人のおかれた境遇や個別の家計の微

妙な差などについて把握することには大きな困難が伴う。  
例えば、身体に障がいがあり、自由な移動に制限がかかっている個人がいたとしよう。

障がいのために就労が困難になり所得が少ないということであれば所得補助が当然必要に

なる。しかし、それだけでは十分といい難い。というのも、所得を補助したり車いすを配

ったりなどしたとしても、道路や交通機関のバリアフリー化が進んでいなければ、受け取

った財・サービスの活用は不十分なままになってしまう。これではいくら金銭面での保証

はされていても、個人の幸福や人生の充実感、人間としての在りよう (well-being)は見られ

ないままに終わることになる。所得や資産のような数字は簡潔ではあるが、人間としての

在りようまで把握することは難しい。  
こうした困難に挑戦すべくセンが提唱したのが潜在能力アプローチである。これは、個

人を取り囲む環境の中で自分自身がどれだけ自由な選択ができるかという能力を示したも

のである。身体に障がいを持つ個人の例では、車いすなどを活用する能力や条件がどの程

度備わっているのか、社会のバリアフリー化の進展の程度と個人の利用可能性などが「潜

在能力」として組み込まれ、その潜在能力を福祉の指標とする研究動向がある。とはいえ、

潜在能力は理念としては非常に優れたものであるが、その概念の複雑さもあって、計測や

社会実装には、非常に大きな困難を伴う。 
本稿では、Sen(1985)に基づいて、センが提唱した潜在能力の定義を振り返るとともに、

センとの共同研究でよく知られた後藤(2017)を参考にしながら、潜在能力の概念の問題点

について考察をする。その後、医療分野で潜在能力アプローチを活用した後藤・小林 (2018)
の研究を詳細に検討し、潜在能力を実証的に計測した事例について検討する。後藤・小林

(2018)の研究に代表される研究では、ミクロ計量経済学的なデータの取得が必須となって

いるが、これは研究の参入障壁を高めるとともに、潜在能力の全体像の把握には遠ざかっ

てしまう。最後に、公開されていて利用可能性の高いデータを用いた潜在能力指標の方向

性について検討する。  
 

．伝統的な厚生経済学の問題点

 
ミクロ経済学の一分野である厚生経済学は、社会全体の厚生や社会の構成員間の分配の

正義について取り扱う分野である。経済学のモデルでは、各個人は衣食住における様々な

モノやサービスの消費量や労働時間の組み合わせに関して好みの順序を持っていると想定

される。これは選好関係(preference relation)とか選好順序(preference ordering)と呼ばれ

ている。この選好順序を人間の福祉を評価する基準とし、選好順序でより高い序列にある

消費パターンを実現できるほど、その個人の状態は良いと判断される。標準的なミクロ経
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済学では、選好順序にいくつかの性質が想定される１。その性質の一つが、選好の単調性

(monotonicity)である２。直感的には「より多くの消費機会があるほうが選好の順位が高い」

というものである。消費パターンを基にした選好関係を福祉(well-being)の評価基準とすれ

ば、福祉の状態というものを考察するときに、「選択できる財・サービスが多ければ多いほ

ど状態がよい」と判断されることが多い。消費機会の多さを福祉の評価基準とする考えそ

のものは直感的にわかりやすく、受け入れやすい考えであろう。実際に、コンビニエンス

ストアやスーパーなどで日用品を購入する場合には、人の選好順序は自身の私的関心や嗜

好の順序と一致することが多い。 
ところが、福祉について考察するためには、この考え方では単純化が過ぎてしまい、十

分でないと批判されることが多い。特に注目すべきは、それぞれの人々が置かれている状

況と選択の動機については注意が払われない点である。例えば、人間関係に配慮するあま

り正直に好みを言えない場合や、ダイエットに励みたいと思っている人がどうしてもカロ

リーのあるものを食べてしまう場合などがありうる。また、選好順序を社会的な構成の評

価基準の土台とするときには、選好順序の個人間比較は客観的にできないという問題も古

くから指摘されている。 
伝統的な経済学では消費機会に注目するが、それは消費者が財・サービスを欲する動機

が、財・サービスの持つ様々な特性(characteristics)を利用しようとすることであると想定

されているからである。財の特性とは、当該財が持つ様々な望ましい性質のことである。

例えば、パンのような食物ならば、「飢えをしのぎ、栄養を摂取し、食べる楽しみを得、社

交的な集まりを支援する」(Sen (1985)、邦訳 p.21)といった特性である。 
しかし、財の特性をどのように有効活用できるかは個人によって異なる。例えば、栄養摂

取が困難になるような寄生虫性の病気をある人が持っていた場合、他の人には十分とされ

る量の食物を消費できたとしても、その人は栄養不足に苦しむかもしれない。また、共同

体内で孤立しているような人は、自宅に客人を招いてパーティを開き、そこで手料理をふ

るまうということが難しい。このように、人の福祉について判断する場合には、その人が

所有する財の特性だけに分析を限定するわけにはいかない。 
 

における潜在能力の定式化と問題点

． における潜在能力の定式化

 
伝統的に用いられてきた消費機会に注目するアプローチに対して、Sen(1985)が提唱し

た潜在能力アプローチ(capability approach)がある。このアプローチにおいて重要視され

るのが、財・サービスの利用に伴う機能(functionings)である。Sen (1985) によれば、機

能(functionings)とは、「ひとが成就しうること」（Sen(1985)、邦訳 p.22）であるという。

これは、人が何を行うことができてどのようになりうるかを表現したものと考えればよい。

例えば、食物から「栄養を摂取すること」、乗り物などで「自由に移動すること」、食物な

どで「他人をもてなすこと」などは機能の例と考えられる。 
実際にそれぞれの機能の水準を決定するものは、(1)入手できる財・サービスの種類と量、

(2)それぞれの個人的属性(健康状態、障がいの有無など）、(3)置かれている社会的環境(公
衆衛生、社会的差別の有無、社会のインフラストラクチャーなど)である。所得や富が多け

ればより多くのモノやサービスを入手できるが、それだけでは機能の水準を高めることは

できない。例えば、足に障がいのある人に車いすを無償で配ったとしても、生活インフラ

が改善されない限り、人が「自由に移動すること」の機能は高められない。 
この「機能」を土台として考案されたのが潜在能力 (capability)である。潜在能力
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(capability)とは、その個人が実現できる様々な機能の水準の組み合わせ全体の集合のこと

である。これは、各個人の生き方における選択の機会の豊かさを表現する概念として提示

されており、福祉に関する自由度を表現しているとも考えられる。 
Sen (1985) によれば、潜在能力を決定する要因は次のものであるという。 
(1) 入手可能な財・サービスの種類と量。これは各個人の持つ所得や富(wealth)と財・

サービスの価格という経済的条件で決まる。 
(2) 各個人の特性。健康状態、障がいの程度、知力、体力、共同体内でのポジション

などで決定される。 
(3) 社会的環境。公衆衛生、教育制度、人種やジェンダーによる差別の有無、障がい

者への社会的対応、表現の自由、集会の自由といったものなどが含まれる。 
この点を踏まえて、Sen(1985)による機能と潜在能力の定式化を見ておこう。まず次のよ

うに記号を定めておく。 
𝑥𝑥𝑖𝑖：個人𝑖𝑖が所有する財・サービスのベクトル

𝑐𝑐(⋅)：財ベクトルをその特性ベクトルに変換する関数  
𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)：個人𝑖𝑖が(その所有する財の特性ベクトルから機能ベクトルを生み出すために）実  

際に行いうる財の利用パターンを反映する利用関数  
  𝐹𝐹𝑖𝑖：個人𝑖𝑖が実際に選択できる利用関数𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)の集合 
ℎ𝑖𝑖(⋅)：個人𝑖𝑖が達成する機能に関連付けられた幸福関数  
𝑣𝑣𝑖𝑖(⋅)：個人𝑖𝑖の評価関数 

いま、個人𝑖𝑖がある利用関数𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)を選択すると、その人が財ベクトル𝑥𝑥𝑖𝑖を用いて達成する

機能は、𝑏𝑏𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖))というベクトルで与えられる。この機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖に対応して個人𝑖𝑖が

受け取る幸福は𝑢𝑢𝑖𝑖 = ℎ𝑖𝑖(𝑏𝑏𝑖𝑖) = ℎ𝑖𝑖 (𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖)))で表される。機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖は人のありさま(栄養

は行き届いているか・身なりは外出するのにふさわしいものとなっているか・自由に移動

できるか・共同体の生活で役割を果たしているかなど)を表している。その時、福祉とは、

この機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖の評価と考えることができる。 
機能ベクトルを評価することは、機能ベクトルにランクをつけることである。ランクを

つけることができて、かつそのランキングの存在を否定するような極端な性質を持ってい

ないと仮定するならば、機能ベクトルを評価することは、それぞれの機能ベクトルに対し

てその集合が持つ良さを表現する数値を指定するという形になるであろう。 
当然のことながら、幸福関数ℎ𝑖𝑖(⋅)も機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖に対して１つの実数𝑢𝑢𝑖𝑖を特定する関

数であるから、幸福関数で得られる数値も一種の「評価」とみなすことは可能である。し

かし、評価関数が必ずそれに対応する実数の値で与えられると想定することは性急であろ

う。それでは、選好順序に実数値を対応させた効用関数を福祉の評価基準としてきた伝統

的な厚生経済学と異なることはなくなってしまう。「生き方の評価と生き方が生む幸福の

測定とは、二つの全く異なる作業なのである」(Sen(1985)、邦訳 p.24)とセンは述べている。

このため、Sen(1985)では、幸福関数とは別に評価関数𝑣𝑣𝑖𝑖(⋅)を考えており、機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖 =

𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖))に対する個人𝑖𝑖の評価(個人𝑖𝑖にとっての価値)𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑣𝑣𝑖𝑖(𝑏𝑏𝑖𝑖) = 𝑣𝑣𝑖𝑖 (𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖)))を表している。 

これらのことを踏まえて、Sen(1985)における潜在能力の定式化を見てみよう。個人𝑖𝑖の
財ベクトルの集合を𝑋𝑋𝑖𝑖とする。財ベクトル𝑥𝑥𝑖𝑖 ∈ 𝑋𝑋𝑖𝑖が与えられたとき、個人𝑖𝑖にとって実現可

能な機能ベクトルの全体は、 
𝑃𝑃𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑖𝑖) = { 𝑏𝑏𝑖𝑖 ∣∣ ある𝑓𝑓𝑖𝑖 ∈ 𝐹𝐹𝑖𝑖に対して𝑏𝑏𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖)) } 

という集合で定義される。個人𝑖𝑖が財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖内の財ベクトルだけを選択できるの

であれば、この個人が実現できる機能ベクトルの集合は、 
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𝑄𝑄𝑖𝑖(𝑋𝑋𝑖𝑖) = { 𝑏𝑏𝑖𝑖 ∣∣ ある𝑓𝑓𝑖𝑖 ∈ 𝐹𝐹𝑖𝑖とある𝑥𝑥𝑖𝑖 ∈ 𝑋𝑋𝑖𝑖に対して𝑏𝑏𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑐𝑐(𝑥𝑥𝑖𝑖)) } 
で与えられる。この𝑄𝑄𝑖𝑖(𝑋𝑋𝑖𝑖)は達成可能な機能のさまざまな組み合わせを反映しており、個人

的特徴𝐹𝐹𝑖𝑖と財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖が与えられた下で、個人が機能の選択に関して持つ自由度

を表す。このような意味でこの集合𝑄𝑄𝑖𝑖(𝑋𝑋𝑖𝑖)を潜在能力(capability)と呼ぶ。 
個人𝑖𝑖が自己の潜在能力の中のどの機能を実際に達成するかは、本人が選ぶことのできる

利用関数の集合𝐹𝐹𝑖𝑖と財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖から、どの利用関数𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)と財ベクトル𝑥𝑥𝑖𝑖を選択する

かで決まってくる。 
 

．潜在能力の測定に向けた問題点と構成法

 
Sen(1985) による定式化でみたように、潜在能力の数学的な定式化によって、ある程度

は概念の整理はできたが、実際に潜在能力とはいったい何なのかを直感的に把握すること

は難しい。財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖はまだしも、利用関数の集合𝐹𝐹𝑖𝑖を特定することには非常に大

きな困難が伴う。 
さらに、潜在能力アプローチには、理論そのものに付随する問題がある。それは、「ある

個人が現に達成している機能ベクトル𝑏𝑏𝑖𝑖が観察されたとして、観察することのできないそ

の個人の潜在能力をいかにして定めるか」という問題である。そのためには、技術的な仮

定をおいたうえで、数理モデルを少し特殊なものにして、潜在能力をより具体的に特定化

する必要がある。 
もう 1 つ付け加えるならば、福祉の指標として潜在能力アプローチを考えた Sen(1985)

の問題意識に従えば、このアプローチは数理モデルを構築してそれで終わりというわけに

はいかない。福祉の評価基準として潜在能力を用いるためには、潜在能力は実際に観察・

測定されるものでなければならない。さらには、何らかの手段を用いて潜在能力の改善で

きなければ、福祉の評価基準としては十分でないことになる。 
このような問題意識に応えるために、潜在能力の測定についての研究が積み重ねられて

きた。後藤(2017)や Gotoh(2021)でまとめられている潜在能力の計測方法としては、本人

の利用能力を表現している利用関数の集合𝐹𝐹𝑖𝑖と本人の財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖をそれぞれ測定

したうえで、前者による後者の利用によって可能となる機能ベクトルの集合𝑄𝑄𝑖𝑖(𝑋𝑋𝑖𝑖)を理論

的に推定する方法が挙げられる。 
この方法を採用した場合でも問題になるのは、利用関数の集合𝐹𝐹𝑖𝑖を特定する問題である。

財ベクトルの集合𝑋𝑋𝑖𝑖については、理論的には大きな困難なく、個人内でも個人間でも数量

を比較することができるような指標を構成できる。それは、関連する市場価格や本人の所

得・資産に影響を与える課税・社会保障政策などを前提として、個人の消費点あるいは所

得・資産の合計を評価することで、財ベクトルの集合の代わりとすることができるからで

ある。 
しかし、利用関数の集合𝐹𝐹𝑖𝑖を測定することには、2 つの大きな困難が伴う。一つは、実際

に特定の財や資源を変換したり、特定の機能を実現したりするときになって初めて、本人

及び周囲の人々に認知可能になる点である３。もう一つの困難は、個人に内在する利用関

数𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)を測定するときに発生する。利用関数𝑓𝑓𝑖𝑖(⋅)を測定するときに、偏りを完全に排除する

ことは難しい。そして、偏りを完全に排除できない測定がなされた場合には、誤差という

だけでは済まない、個人の尊厳に抵触する問題を引き起こす恐れがある。 
そこで、どのようにして潜在能力を測定するのかを考えるときには、潜在能力アプロー

チそのものの発想に立ち返ることが求められる。潜在能力を福祉の指標に用いようとする

ことのそもそもの利点は、個人の利用能力集合𝐹𝐹𝑖𝑖の全体像については不問としたうえで、

社会としての関心を重視することにある。つまり、一定の社会的文脈で有用な特定の諸財
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との関係で発揮され、観察可能な特定の諸機能に限定して考察することになる。 
これを踏まえて第 2 の潜在能力構成方法を考えると、それには、①個々人へのインタビ

ューを通じて個人別に潜在能力を推定する方法、②財ベクトル集合や利用能力集合は同じ

であるが、達成している機能ベクトルの異なる複数の個人のデータをもとに、個人の潜在

能力を近似する統計的手法、の 2 つのアプローチがある。 
インタビューを通じたアプローチ①は、インタビューを通じて機能ベクトル間の限界転

形率４を測定するアプローチである。インタビューの目的は、異なる財ベクトルや利用能

力を選ぶとするとすれば達成できるはずであるという反実仮想的な事実をとらえることに

ある。 
財ベクトル集合や利用能力集合に応じてグループ分けをするアプローチ②では、あらか

じめ定められた財のリスト、機能のリストとの関連で、それらと関係の深い側面に限って、

利用能力集合の同一性を仮定することのできる「タイプ」を特定化し５、そのタイプの中で

異なる機能を達成している個人について調査をするというものである。 
例えば、同一の疾患を持つ入院患者を想定したとき、「周辺を移動する」と「緊張をほぐ

す」という 2 つの機能の実現を調べるとしよう。この 2 つの機能と関連の深い利用能力が

高低に分かれたとする。このとき、高利用能力保持者と低利用能力保持者はそれぞれ同一

タイプとみなされる。供給される看護サービスの質と量が一致するのであれば、同一タイ

プの個々人の機能ベクトルは、同一の潜在能力から選ばれたと解釈される。このアプロー

チによる医療・介護分野における実証研究を次に取り上げる。 
 

．医療分野における潜在能力の推計 後藤・小林

 
先に取り上げた、財ベクトル集合や利用能力集合に応じてグループ分けをするアプロー

チ②の例として、後藤・小林(2018)の成果について検討することにしたい。後藤・小林(2018)
は、潜在能力アプローチを医療サービスの測定と評価に適用した実証研究である。看護ケ

アサービスに関する実証的研究をもとに、潜在能力のアプローチの操作的な適用方法を検

討している。 
 

．産業としての医療の特徴

経済学の分野という視点から、産業としての医療の特徴をまとめておく。市場理論とし

て産業としての医療の特徴を見てみれば、利用者の医療サービスへの需要は必要性が高く、

他の財・サービスとの代替性が低いということである。その結果として医療サービス需要

の価格弾力性は低くなる傾向がある。情報の非対称性の点からいえば、医療提供者との情

報・知識に関する情報の非対称性が大きくなる特徴がある。その結果、逆選択やモラルハ

ザードの問題が常に存在する傾向にある。また、外部性の点からは、医療サービスから受

益する主体は、利用者本人を超えて潜在的患者に広く生きわたるという外部性を持ち、大

きな正の外部性をもつという特徴もある。 
不確実性という点からいえば、病気には個人のコントロールを超えた不確実性が深刻に

付きまとう点にも注意しなければならない。誰が、どれほどの発生確率で、どの医療サー

ビスを、どの程度必要とすることになるのかについては生物学的な個体間差異が強い。そ

して、誰にどのような個体性(生まれてくる国家、地方、家族、遺伝情報など）が割り当て

られるのかについては、自然的・社会的偶然性が高い。 
これらの点を考慮に入れると、自由競争市場の下では、医療産業においては、自らに必
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要な医療サービスを購入することのできない個人や医療費で家計が大きく圧迫される世帯

が出現する危険性を否定できない。また、その費用を社会的に負担することが妥当となる

ことを示している。この点から、日本においては私的保険では対応策として十分でないと

判断され、強制加入の普遍的社会保険制度によってこれらの不確実性に対処しようとした。 
産業としての医療の特徴を踏まえると、自由競争市場による資源配分や成果の分配を行

う点に問題があるため、分配の公平性が強く求められる医療では、福祉についての確かな

指標が求められる。このため、医療分野において潜在能力アプローチを適用することが有

効になるであろう。  
 

．後藤・小林 における潜在能力の数学的定式化

 
後藤・小林(2018)では、個人の潜在能力を測定するにあたり、看護ケアサービスを受け

ながら生活する在宅療養者に注目している。これは、入院治療で一定の財の利用可能性を

残しつつも、なお残る慢性疾患や障がいを抱えながら日常生活を送る人々が、潜在能力の

特定にとって有効な研究対象と考えたためである。 
先にも検討したように、個人の潜在能力を規定する上で重要な要素は、関連する財集合

と関連する本人の利用能力集合である。看護ケアサービスにおいては、財集合は看護ケア

サービスの機会集合である。そして、看護ケアサービスの機能は大きく 2 つの機能(自立機

能(機能 1 で表す)と社会サービス利用機能(機能 2 で表す))に振り分けられるとする。ここ

で、自立機能とは自立して日常生活を送るために必要となる看護ケアサービスであり、社

会サービス利用機能は、介護保険などの公的なケアサービスの利用可能性のことを指して

いる。そして、この 2 つの機能に対応する看護ケアサービスの相対価値は社会的に決定さ

れている。自立機能が社会サービス利用機能よりも重視されている社会であれば、自立機

能を目的とするサービスに国から補助金が付き、看護ケアサービス提供事業者は自立機能

用サービスをより安く提供できる可能性がある。 
ある個人が利用可能となる看護ケアサービスの機会集合は、本人の資源(所得や資産、公

的補助など)と、2 つの機能に対応する看護ケアサービスの相対価値により制約される。

個々人の利用能力は、任意の看護ケアサービスのベクトルを変換して任意の機能ベクトル

をもたらす関数として表現される。ここでいう利用能力には、本人の身体的・精神的・心

理的特性のほか、看護ケアサービスの利用を促進する様々な要因が含まれる。後藤・小林

(2018)においては、単純化のために、各機能に対応する利用能力を互いに分離可能で固定

されたものとして扱っている。後藤・小林(2018)では、潜在能力は次のように定義される。 
 
【定義：1 サービス・2 利用能力・2 機能の下での潜在能力(後藤・小林(2018)】 
ある個人 𝑖𝑖の実現している機能を𝑥𝑥𝑖𝑖1、𝑥𝑥𝑖𝑖2、各機能に対応する看護ケアサービス量を

𝑧𝑧𝑖𝑖1、𝑧𝑧𝑖𝑖2(≧ 0)とする。各機能に対応する個人の利用能力を𝑎𝑎𝑖𝑖、𝑏𝑏𝑖𝑖(≧ 0)とする。さらに、

各機能に対応する看護ケアサービスの相対価値を𝑝𝑝1、𝑝𝑝2(≧ 0)とする。また、看護ケア

サービスの購入に使える個人𝑖𝑖の資源総量を𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖(≧ 0)と表す。 
このように記号を定めた時、個人𝑖𝑖の潜在能力は次のように定義される。 

𝑧𝑧𝑖𝑖1 = 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖1 
𝑧𝑧𝑖𝑖2 = 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖2 

また、個人資源総量の制約は、 
𝑝𝑝1𝑧𝑧𝑖𝑖1 + 𝑝𝑝2𝑧𝑧𝑖𝑖2 = 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖すなわち、𝑝𝑝1𝑎𝑎𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖1 + 𝑝𝑝2𝑏𝑏𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖2 ≦ 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 

で表される。個人資源総量の制約式の等式部分は潜在能力フロンティアを示しており、

その傾きは 2 つの機能間の限界転形率を示す。そして、個人間の傾きの相違(𝑎𝑎1と𝑎𝑎2、
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𝑏𝑏1と𝑏𝑏2)は個々人の客観的な個別性を表している。 
 

図 1 潜在能力のフロンティアのイメージ(一般的なケース) 

 

 
潜在能力アプローチでは達成された機能ベクトルに対する評価関数が重要であった。そ

こで、後藤・小林(2018)では、次のように機能評価関数を定義している： 
 

【定義：機能評価関数、後藤・小林(2018)】 
個人𝑖𝑖の機能評価関数は、機能ベクトル(複数の様々な機能の組み合わせ)に対する個人

𝑖𝑖の評価を表現する関数であり、 
𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑥𝑥𝑖𝑖2) 

と定義される。ただし、𝑣𝑣𝑖𝑖の偏微分係数は非負で、𝑓𝑓𝑖𝑖は厳密な準凹性をみたす６。 
 

このような設定の下で、潜在能力を制約条件とする個人的評価の最適化問題は次のよう

に定式化される。 
Max 𝑣𝑣𝑖𝑖 = 𝑓𝑓𝑖𝑖(𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑥𝑥𝑖𝑖2) 

s. t. 𝑝𝑝1𝑎𝑎𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖1 + 𝑝𝑝2𝑏𝑏𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖2 ≦ 𝑦𝑦𝑖𝑖𝑖𝑖 
この最適化問題の最適解の 1 階条件は、各機能の偏微分係数の比（技術的限界代替率）と

利用能力の変形率が等しくなること、すなわち以下の式が成り立つことである。 
∂𝑓𝑓𝑖𝑖
∂𝑥𝑥𝑖𝑖1

∂𝑓𝑓𝑖𝑖
∂𝑥𝑥𝑖𝑖2

⁄ = 𝑎𝑎𝑖𝑖 𝑏𝑏𝑖𝑖⁄  

この条件を満たす機能ベクトルを𝑥𝑥∗、財ベクトル𝑧𝑧𝑖𝑖1 = 𝑎𝑎𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖1∗ 、𝑧𝑧𝑖𝑖2 = 𝑏𝑏𝑖𝑖𝑥𝑥𝑖𝑖2∗ と表わす。 
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図 2 機能ベクトル評価関数ならびに潜在能力の下での最適解(一般的なケース) 

 
 

．後藤・小林 の実証研究での個人の潜在能力の推定結果

 
先に、医療分野における潜在能力の数学的定式化の例について検討したが、実際に機能

を測定する際には、測定尺度の構成方法にも注意を払わなければならない。そこで重要に

なるのが、患者の医療サービス体験評価である。Donabedian(1966)では、患者満足度は医

療サービスの質の究極のアウトカム指標とし、患者満足度を評価の指標としたが、この患

者満足度では高い評価に偏るという問題が指摘されている。というのも満足度には回答者

の主観的な価値判断が介入するからである。 
これに対して、後藤・小林(2018)では、訪問看護師が実施する日常生活にかかわる看護

ケアサービスに関する療養者の体験（「看護過程」における体験）に注目した。看護過程と

は、看護師は患者の身体的・心理的状態や社会的状況について情報収集を行い、その情報

をもとにして、看護過程で要請される基本的なニーズと健康機能パターンなどを参照しな

がら問題点と目標を判断・設定し、その目標の達成に向けケアを実施し、実施内容を評価

し、ケア計画や目標設定するというフィードバックを行う、という一連の過程である。 
看護過程が観察可能な記録として残されており、看護過程に則った看護ケアサービスを

提供しているということは、看護ケアサービスの実施程度によって患者の機能の達成水準

を近似的に表すと解釈される。そして、看護ケアサービスの実施程度に関する患者自身に

よる評価を患者の機能を測定する尺度として用いている。 
後藤・小林(2018)では、小林ら(2013)において収集されたデータを使用し、在宅療養者

の機能と関連した看護ケアサービスに関する体験評価を集めた。評価の回答は、「いつも、

そうだった」、「よく、そうだった」、「ときどき、そうだった」、「たまに、そうだった」、「そ

うではなかった」という頻度に応じた 5 段階で評価し、程度の順に応じて 5 から 1 点に換

算して評価している７。 
潜在能力フロンティアは様々な機能の間の代替的関係を表すという理論的仮定がある。

このため、候補となる重要な諸機能８の中で療養者の評価が統計的に有意な負の相関を持

つ諸機能を選択している。その中で選ばれたのは、「生の技法の習得」(自立機能を代表す

る)と「社会サービスの利用」という 2 つの機能であった。 
2 つの機能が選択されたところで、財ベクトルと利用可能集合の同質性から導かれるタ

イプの分類をしなければならない。これは同一の制約条件に直面する個人群を定義するこ

とで近似的に表すことができる。そこで、「生の技法の習得」と「社会サービスの利用」の
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達成を制約している主要な要因を特定するにあたって、QOL (Quality of Life) を評価する

代表的な尺度である EuroQuol 5 項目法(EQ-5D-3L)９ のうち、「普段の活動」（仕事、勉強、

家事、家族・余暇活動）の項目の得点を参照し、この項目への回答が同一である群は同一

の制約に直面していると想定して測定方法を進めている。この項目に「いくらか問題があ

る」回答者を「活動制約なし群」と呼び、「全くできない」回答者を「活動制約あり群」と

呼ぶ。後藤・小林(2018)で使用されたデータによれば、「活動制約なし群」には 60 歳未満

の年代層がより多く、「活動制約あり群」には要介護度が高い人、日常生活自立度が低い人

がより多い傾向が見られた。 
個々人の「生の技法」機能𝑥𝑥1、「社会サービスの利用」機能𝑥𝑥2からなる機能ベクトル𝑥𝑥𝑖𝑖 =
(𝑥𝑥𝑖𝑖1, 𝑥𝑥𝑖𝑖2)を𝑥𝑥1-𝑥𝑥2平面上にプロットすることで、潜在能力のフロンティアが描かれる。同一境

遇の場合にある複数の個人は共通の潜在能力フロンティアにしていると推測され、このフ

ロンティアの違いによって個人群の差が表れていると考える。個人𝑖𝑖が評価関数𝑣𝑣𝑖𝑖の下で最

適化行動を図るとすれば、個人𝑖𝑖が潜在能力集合から選ぶ達成点は潜在能力フロンティア上

に位置することになる。選択された結果が最適点として観察されることになる。 
 

図 3 機能ベクトル評価関数並びに潜在能力の下での最適解(後藤・小林(2018)の図 3 を修正) 

 
 

なお、図 2 とは異なり、後藤・小林(2018)では社会サービス利用機能については制約の

有無にかかわらず同じ財-機能空間上の直線に直面すると想定し、活動制約のある群により

多くの介助資源を分配したケースを考えている。この想定の下での最適点の表現や潜在能

力フロンティアのイメージが図 3 で表現されている。 
こうした想定の下で、後藤・小林(2018)では、収集したデータを重回帰分析し１０、達成

点の回帰直線を導出した。その時の統計モデルは、以下の 4 つである： 
モデル 1：𝑥𝑥2を𝑥𝑥1のみで回帰する。推計式の形は、𝑥𝑥𝑖𝑖2 = β0 + β1𝑥𝑥𝑖𝑖1 
モデル 2：活動制約のダミー変数(活動制約あり群で𝑟𝑟 = 1、活動制約なし群で𝑟𝑟 = 0)を

加えて分析を行う。推計式の形は、𝑥𝑥𝑖𝑖2 = β0 + β1𝑥𝑥𝑖𝑖1 + β2𝑟𝑟 
モデル 3：活動制約の程度は生の技法𝑥𝑥𝑖𝑖1の達成水準に影響する可能性があるとして交

差項の投入も行う。推計式の形は、𝑥𝑥𝑖𝑖2 = β0 + β1𝑥𝑥𝑖𝑖1 + β2𝑟𝑟 + β3𝑥𝑥𝑖𝑖1𝑟𝑟 
モデル 4：性別・年齢の属性を調整するために、男性ダミー(男性：male=1)と高齢ダ

ミー(80 歳以上：age80+=1)を加えた回帰分析を行う。 
推計式の形は𝑥𝑥𝑖𝑖2 = β0 + β1𝑥𝑥𝑖𝑖1 + β2𝑟𝑟 + β3𝑥𝑥𝑖𝑖1𝑟𝑟 + β4male + β5age80+ 
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後藤・小林(2018)は、以上 4 つのモデルを統計的に推計し、活動制約の有無による統計上

の有意差が示されるかどうかを検討した。それらの結果モデル 3 の推計式𝑥𝑥𝑖𝑖2 = β0 + β1𝑥𝑥𝑖𝑖1 +
β2𝑟𝑟 + β3𝑥𝑥𝑖𝑖1𝑟𝑟が最もデータに適合するとの結果を得た１１。 

これらの回帰直線と 2 つの軸で囲まれた部分が、それぞれの個人群に属する個人が共通

に持つ潜在能力集合を近似すると解釈される。すなわち、 
𝑥𝑥𝑖𝑖2 + 𝐵𝐵𝑥𝑥𝑖𝑖1 ≦ 𝑌𝑌 

ここで、𝐵𝐵 = −(β1 + β3𝑟𝑟)、𝑌𝑌 = β0 + β2𝑟𝑟、𝑥𝑥𝑖𝑖1 ≧ 0、𝑥𝑥𝑖𝑖2 ≧ 0 
の形で、潜在能力集合が推計される。後藤・小林(2018)の推計結果は、 
【活動制約なし群】 活動制約なし群の推計式：  

𝑥𝑥1 + 𝑥𝑥2 ≦ 8.25、かつ 𝑥𝑥1 ≧ 0、𝑥𝑥2 ≧ 0 
【活動制約あり群】 活動制約あり群の推計式：  

3𝑥𝑥1 + 𝑥𝑥2 ≦ 16.6、かつ 𝑥𝑥1 ≧ 0、𝑥𝑥2 ≧ 0 
となっている。 
 

図 4 活動制約の有無別の潜在能力フロンティアの推定(後藤・小林(2018)図 4 左)１２ 

 
 
後藤・小林(2018)での、活動動制約あり群・なし群の潜在能力の形状を比較すると、活

動制約なし群は生の技法の切片が大きいのに対し、活動制約あり群は制約なし群より傾き

が急で社会的サービスの利用の切片が大きい形状をしている。これは、活動制約あり群は

社会的サービス利用の方が生の技法よりも得手であるという特性を反映する。また、活動

制約あり群・なし群いずれの潜在能力も他方を包含していない。これは、制約に直面する

個人に対して必要に応じた資源配分がなされた結果、必要が充足されたとみなされる。 
後藤・小林の推計結果では、双方の群の平均達成値が、活動制約なし群：(4.11, 3.67)、

活動制約あり群：(4.19，3.44)であった。潜在能力フロンティア推定の際に除外した個人も

集計されるため、両群の平均達成値は潜在能力フロンティアの内点となった。互いに支配

関係にはなっておらず、また両者ともそれぞれの評価関数においてほかの状態を羨望して

はいない。社会サービスの利用の方が比較的得意であるはずの活動制約あり群が、比較的

不得意であるはずの生の技法を、活動制約なし群よりも平均的に高い水準で達成している
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点にも注目すべきである。これは、一律に自立を推奨する社会慣習、それを忠実に受容し

て生の技法の習得に多くの時間を割いている医療サービス提供者の判断が存在することを

示唆している。 
 

．おわりに：今後の研究に向けて

 
潜在能力アプローチは機能ベクトルについての評価が土台となっている。しかし、個人

の社会環境や身体的特徴の差などを推計する困難さが伴っており、後藤・小林(2018)では、

看護過程における達成度によって個人をタイプ分類し、同一タイプに属する個人は同一環

境にある者として、タイプ間の潜在能力関数を推計するという手法をとった。このような

こともあって一般的な福祉の指標として潜在能力を活用するには、研究者が注目する機能

に依存して推計されるという恣意性が残る。そこに一般化の困難さはあるが、同一のデー

タから多くの機能を組み合わせて推計するということも可能になる。この方向の拡張とし

ては、後藤・小林(2018)で推計された機能以外の機能(その他にも負の相関を持つ機能が存

在していた)で類似の看護ケアサービスについての推計を行うということが考えられる。 
一方で、在宅療養者の看護ケア以外の医療サービスや介護サービスについて取り上げ、

類似の手法、もしくは発展的な手法を用いて潜在能力を推計するという研究方向も考えら

れるであろう。実際、このような研究を行うためにはこれらのサービスに付随するミクロ

計量経済学的なデータが必要になるため、個人の研究というよりは研究者の協力のもと、

大規模なデータを取得するというプロジェクトが必要なるであろう。 
また、M. Walker and E. Unterhalter (2007)に見られるように、介護・医療や福祉に限

らず、教育現場などでの潜在能力について考察するというのも研究の方向である。 
実証研究の手法の進展に伴い、パネルデータを用いたミクロ計量的研究が増えることと

なり、こうした研究データが得られなければ、価値のある実証研究が難しくなっている。

実証研究も専門分化が激しくなっており、少しでも分野が異なってしまえば他分野に参入

することは極端に難しくなってきている。 
研究の進展自体は望ましいことであるが、こうした参入障壁が高くなってしまうことに

は危惧を抱かざるを得ない。後藤・小林(2018)ではそれほど触れられていなかったが、一

定の観点からより客観的に「潜在能力評価指標」を用いて個々人の潜在能力を推計すると

いう研究アプローチもあり、こちらのアプローチの重要性も見逃せない。客観的な潜在能

力評価指標を構成する手法としては、非統合化多次元尺度法と統合化多次元尺度法、共通

の属性(タイプ)に基づく測定法の 3 つの手法が挙げられる。 
非統合化多次元尺度法には、①各機能軸の測定単位を機能間で非通約的に定めるもの、

②機能空間上に個人の達成している機能ベクトルを記述する方法、の 2 つが挙げられる。 
統合化次元尺度方式には、不平等に関する一定の規範的判断をもとに厚生関数の曲率を

構成して、それをもとに機能ベクトルの不平等度を推定する「アトキンソン型指標」や一

定の規範から望ましいとされた機能間構成比を表す射線を原点から引き、その線に下ろし

た垂線との交点で潜在能力評価指標とする「射線型評価指標」がある。 
共通の属性に基づく測定法では、潜在能力に有意な影響をもたらすと考えられる共通の

属性を持つ個人を抽出し、その中から個人属性がほぼ同じであり、一定の達成度を満たす

潜在能力を持つ複数の個人に注目する。そして、それらの人々の機能ベクトルをプロット

することで潜在能力の実現可能性フロンティアを描くことになる。 
これらの手法をもとに、公開されているデータから計算可能な簡潔な潜在能力評価指標

を構成することは今後の研究課題である。  
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注

 
１ 完備性(completeness)、推移性(transitivity)、凸性(convexity)などが想定されるが、

本稿の議論から離れるため、ここでは詳細な説明を省略する。 
２ Mas-Collel et. al (1995) などのミクロ経済学の標準的なテキストによると、選好関係

の単調性は次のように定義される：「財空間を非負の実数からなる𝑛𝑛次元空間𝑅𝑅𝑛𝑛にとり，≿ 
を選好関係としたとき，2 つの財ベクトル 𝑥𝑥 ∈ 𝑅𝑅𝑛𝑛,  𝑦𝑦 ∈ Rnに対して𝑥𝑥 ≫ 𝑦𝑦 (ベクトル𝑥𝑥の各

成分はベクトル𝑦𝑦の同じ成分の数値より大きい)ならば，𝑥𝑥 ≻ 𝑦𝑦 (消費ベクトル𝑥𝑥は消費ベク

トル𝑦𝑦より強く好まれる)。」 
３ この性質は利用関数の潜伏性(latent)と呼ばれている。 
４ 機能ベクトルの限界転形率(marginal rate of transformation)とは、現在達成している

機能ベクトルにおいて、機能 1 を微小に増やす(減らす)ときに機能 2 を最大限何単位減ら

してもよい(最低限何単位補償されるべき)と考えるのか測るものである。限界転形率は 2
つの機能の間の生産的な代替性を表している。 
５ 「タイプ」の定義は、「財ベクトル集合が同様であるという条件の下であれば、同一タ

イプ内個人の達成機能ベクトルの相違は、同一潜在能力に対する機能評価関数の相違に起

因するとみなされる」(後藤(2017)、p.56)と定義される。 
６ これは、利用可能性が減らなければ評価も下がらないことと、等評価曲線が原点に対

して強く凸になることを示している。 
７ 該当するケアを受ける必要がなかった場合には「該当する場面はなかった」を選ぶよ

うになっており、これを選択した場合には分析対象から除外されている。 
８ 候補とされた諸機能は、「食事をする」、「清潔を保つ」、「排泄する」、「安心する」、「痛

みから逃れる」、「生の技法を習得する」、「社会サービスを利用する」、「情報を得る」、「意

思を尊重される」の 9 つの機能である。 
９ Euro Research Foundation(2021)によれば、この 5 つの項目は「移動の程度」、「身の

回りの管理」、「普段の活動」、「痛み／不快感」、「不安／ふさぎ込み」である。それぞれの

項目について、「問題ない」、「いくらか問題がある」、「まったくできない」の 3 つの回答

をするようになっている。  
１０ このような構造方程式を用いた重回帰による推計は、W. Kuklys (2005)で詳細に展開

されている。 
１１ 後藤・小林(2018)では、実際に性別や年齢のダミー変数を加えて調整していたが、結

果に影響は現れず、性別や年齢が社会サービスの利用に及ぼす効果やモデルの適合に統計

上有意な水準の影響は現れなかったため、モデル 4 は採用されなかった。 
１２ 後藤・小林(2018)の数値情報に基づいて筆者作成。  
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